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問題 １
Ⅰ　所得の金額の計算

区　　　　　　　分 金　　　額

当　　期　　純　　利　　益

加

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　算

小　　　　　　　　　計

減

　
　
　
　
　
　算

小　　　　　　　　　計

（単位：円）

仮　　　　　　　　　　　計

合 計 ・ 差 引 計 ・ 総 計

所　　　得　　　金　　　額

Ⅱ　納付すべき法人税額の計算� （単位：円）

区　　　　　分 税率 金　　　額

所　　得　　金　　額 　≤000

法
人
税
額
の
計
算

⑴　年800万円以下

⑵　年800万円超

法　　人　　税　　額

法 人 税 額 計

差 引 所 得 に 対 す る 法 人 税 額 00

この申告により納付すべき法人税額

（注）�　租税特別措置法第62条《使途秘匿金の支出がある場合の課

税の特例》第 2項に規定する使途秘匿金の支出がある場合に

は、課税使途秘匿金に対する税額を法人税額計の上段に外書

として記載すること。
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Ⅲ　所得金額等の計算過程� （単位：円）

【組織再編成の判定】

　※　当該合併が、適格合併に該当するのかを簡潔に記すこと。
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（単位：円）

【債権等に関する事項】
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（単位：円）

【減価償却資産に関する事項】

（次ページへ）
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（単位：円）

【減価償却資産に関する事項】

【役員給与等に関する事項】

甲社が取締役Ｈに対して支給した給与について、当期の損金の額に算入されるか否か述べなさい。

（計算過程）

【有価証券等に関する事項】
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（単位：円）

【未払法人税等に関する事項】

【税率適用区分】

Ⅳ　利益積立金額の計算 （単位：円）

区　　　　　　　　　　分
期 首 現 在
利益積立金額

当期の増減 差引翌期首現在
利益積立金額減 増

① ② ③ ④

建 物 Ａ 減 価 償 却 超 過 額

構 築 物 Ｂ 減 価 償 却 超 過 額

機 械 装 置 Ｃ 減 価 償 却 超 過 額

機 械 装 置 Ｄ 減 価 償 却 超 過 額

建 物 Ｆ 減 価 償 却 超 過 額

機 械 装 置 Ｇ 減 価 償 却 超 過 額

一 括 償 却 資 産 損 金 算 入 限 度 超 過 額
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問 １ （単位：円）

別表四における税務調整及び金額（調整名及び金額を記載すること）

税　務　調　整 金　　額 加算・減算（○をつけること。）

加算　　・　　減算

加算　　・　　減算

計算過程

問題 ２
問 ２ （単位：円）

別表四における税務調整及び金額（調整名及び金額を記載すること）

税　務　調　整 金　　額 加算・減算（○をつけること）

加算　　・　　減算

加算　　・　　減算

計算過程
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問 １ （単位：円）

別表四における税務調整及び金額（調整名及び金額を記載すること）

税　務　調　整 金　　額 加算・減算（○をつけること。）

加算　　・　　減算

加算　　・　　減算

計算過程

問 ２ （単位：円）

別表四における税務調整及び金額（調整名及び金額を記載すること）

税　務　調　整 金　　額 加算・減算（○をつけること）

加算　　・　　減算

加算　　・　　減算

計算過程
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問 ３ （単位：円）

Ｈ社の税務仕訳

借　　　　　方 貸　　　　　方

項　　目 金　　額 項　　目 金　　額

別表四における税務調整及び金額（調整名及び金額を記載すること）

税　務　調　整 金　　額 加算・減算（○をつけること。）

加算　　・　　減算

加算　　・　　減算

加算　　・　　減算

計算過程

問 ４ （単位：円）

別表四における税務調整及び金額（調整名及び金額を記載すること）

税　務　調　整 金　　額 加算・減算（○をつけること）

加算　　・　　減算

加算　　・　　減算

計算過程
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問 ３ （単位：円）

Ｈ社の税務仕訳

借　　　　　方 貸　　　　　方

項　　目 金　　額 項　　目 金　　額

別表四における税務調整及び金額（調整名及び金額を記載すること）

税　務　調　整 金　　額 加算・減算（○をつけること。）

加算　　・　　減算

加算　　・　　減算

加算　　・　　減算

計算過程

問 ４ （単位：円）

別表四における税務調整及び金額（調整名及び金額を記載すること）

税　務　調　整 金　　額 加算・減算（○をつけること）

加算　　・　　減算

加算　　・　　減算

計算過程
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問 ５

〔設問 １〕 （単位：円）

Ｍ社の税務仕訳

借　　　　　方 貸　　　　　方

項　　目 金　　額 項　　目 金　　額

Ｎ社の税務仕訳

借　　　　　方 貸　　　　　方

項　　目 金　　額 項　　目 金　　額

Ｍ社の別表四における税務調整及び金額（調整名及び金額を記載すること）

税　務　調　整 金　　額 加算・減算（○をつけること）

加算　　・　　減算

加算　　・　　減算

Ｎ社の別表四における税務調整及び金額（調整名及び金額を記載すること）

税　務　調　整 金　　額 加算・減算（○をつけること）

加算　　・　　減算

加算　　・　　減算

〔設問 ２〕 （単位：円）

Ｍ社の税務仕訳

借　　　　　方 貸　　　　　方

項　　目 金　　額 項　　目 金　　額

Ｎ社の税務仕訳

借　　　　　方 貸　　　　　方

項　　目 金　　額 項　　目 金　　額

Ｍ社の別表四における税務調整及び金額（調整名及び金額を記載すること）

税　務　調　整 金　　額 加算・減算（○をつけること）

加算　　・　　減算

加算　　・　　減算

加算　　・　　減算

加算　　・　　減算

Ｍ社の別表五㈠Ⅰ（利益積立金額の計算に関する明細書）

区　　　　　　　分 期 首 現 在 
利 益 積 立 金 額

当期の増減 差引翌期首現在
利 益 積 立 金 額減 増

Ｍ社の別表五㈠Ⅱ（資本金等の額の計算に関する明細書）

区　　　　　　　分 期 首 現 在 
資 本 金 等 の 額

当期の増減 差引翌期首現在
資 本 金 等 の 額減 増
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問 ５

〔設問 １〕 （単位：円）

Ｍ社の税務仕訳

借　　　　　方 貸　　　　　方

項　　目 金　　額 項　　目 金　　額

Ｎ社の税務仕訳

借　　　　　方 貸　　　　　方

項　　目 金　　額 項　　目 金　　額

Ｍ社の別表四における税務調整及び金額（調整名及び金額を記載すること）

税　務　調　整 金　　額 加算・減算（○をつけること）

加算　　・　　減算

加算　　・　　減算

Ｎ社の別表四における税務調整及び金額（調整名及び金額を記載すること）

税　務　調　整 金　　額 加算・減算（○をつけること）

加算　　・　　減算

加算　　・　　減算

〔設問 ２〕 （単位：円）

Ｍ社の税務仕訳

借　　　　　方 貸　　　　　方

項　　目 金　　額 項　　目 金　　額

Ｎ社の税務仕訳

借　　　　　方 貸　　　　　方

項　　目 金　　額 項　　目 金　　額

Ｍ社の別表四における税務調整及び金額（調整名及び金額を記載すること）

税　務　調　整 金　　額 加算・減算（○をつけること）

加算　　・　　減算

加算　　・　　減算

加算　　・　　減算

加算　　・　　減算

Ｍ社の別表五㈠Ⅰ（利益積立金額の計算に関する明細書）

区　　　　　　　分 期 首 現 在 
利 益 積 立 金 額

当期の増減 差引翌期首現在
利 益 積 立 金 額減 増

Ｍ社の別表五㈠Ⅱ（資本金等の額の計算に関する明細書）

区　　　　　　　分 期 首 現 在 
資 本 金 等 の 額

当期の増減 差引翌期首現在
資 本 金 等 の 額減 増
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Ｎ社の別表四における税務調整及び金額（調整名及び金額を記載すること）

税　務　調　整 金　　額 加算・減算（○をつけること）

加算　　・　　減算

加算　　・　　減算

Ｎ社の別表五㈠Ⅰ（利益積立金額の計算に関する明細書）

区　　　　　　　分 期 首 現 在 
利 益 積 立 金 額

当期の増減 差引翌期首現在
利 益 積 立 金 額減 増

Ｎ社の別表五㈠Ⅱ（資本金等の額の計算に関する明細書）

区　　　　　　　分 期 首 現 在 
資 本 金 等 の 額

当期の増減 差引翌期首現在
資 本 金 等 の 額減 増

資 本 金 100≤000≤000 100≤000≤000
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Ｎ社の別表四における税務調整及び金額（調整名及び金額を記載すること）

税　務　調　整 金　　額 加算・減算（○をつけること）

加算　　・　　減算

加算　　・　　減算

Ｎ社の別表五㈠Ⅰ（利益積立金額の計算に関する明細書）

区　　　　　　　分 期 首 現 在 
利 益 積 立 金 額

当期の増減 差引翌期首現在
利 益 積 立 金 額減 増

Ｎ社の別表五㈠Ⅱ（資本金等の額の計算に関する明細書）

区　　　　　　　分 期 首 現 在 
資 本 金 等 の 額

当期の増減 差引翌期首現在
資 本 金 等 の 額減 増

資 本 金 100≤000≤000 100≤000≤000

〔設問 １〕

Ⅰ　修正申告による所得金額の計算 （単位：円）

区　　　　　　　　　　　　　　　分 金　　　　　額

修 正 申 告 前 の 所 得 金 額 １５４≤280≤000

加

　算

小 計

減

　算

小 計

仮 計

修 正 申 告 後 の 所 得 金 額

Ⅱ　修正申告により納付する法人税額の計算 （単位：円）

税　　目 納　付　税　額 計　算　過　程

法 人 税

Ⅲ　修正申告により納付する法人税額 （単位：円）

所 得 金 額 又 は 欠 損 金 額 　≤000

法 人 税 額

特 別 控 除 額

法 人 税 額 計
00

控 除 税 額 ５≤４５７≤900

差 引 所 得 に 対 す る 法 人 税 額 00

中 間 申 告 分 の 法 人 税 額 １５≤000≤000

差 引 確 定 法 人 税 額 00

修
正
申
告
で
あ
る
場
合

こ
の
申
告
前
の

所 得 金 額 又 は�
欠 損 金 額

法 人 税 額

還 付 金 額

納 付 す べ き 法 人 税 額 00

問題 ３
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Ⅳ　修正申告に関する計算過程 （単位：円）

〔設問 ２〕　当期の法人税の中間申告納付額の計算過程 （単位：円）
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〔設問 ３〕

Ⅰ　当期の所得の金額の計算に関する明細書 （単位：円）

区　　　　　　　　　分 総　　　　　　　　　額
処　　　　　　　　　分

社 外 流 出

当 期 利 益 の 額 9１≤３７9≤2５３
配 当 9≤000≤000

その他

加

　
　
　
　
　
　
　算

小 計

減

　
　
　
　算

小 計

仮 計

合 計 ・ 差 引 計 ・ 総 計

所 得 金 額 又 は 欠 損 金 額

Ⅱ　利益積立金額の計算に関する明細書 （単位：円）

区　　　　　　　分
期 首 現 在�

利 益 積 立 金 額

当　期　の　増　減 差 引 翌 期 首 現 在�

利 益 積 立 金 額減 増

利 益 準 備 金 １１≤000≤000 900≤000 １１≤900≤000

機械及び装置減価償却超過額

繰 越 損 益 金 ５５７≤90５≤000 ５５７≤90５≤000 6３9≤３8４≤2５３ 6３9≤３8４≤2５３

納 税 充 当 金 28≤７５8≤000 28≤７５8≤000 ４0≤2７2≤600 ４0≤2７2≤600

未
納
法
人
税
等

未 納 法 人 税 及 び�
未 納 地 方 法 人 税 △ △

中間 △
△

確定 △

未 納 住 民 税 △ △
中間 △

差 引 合 計 額
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Ⅲ　当期の納付する法人税額 （単位：円）

区　　　分 金　　　額 法 人 税 額 の 計 算 及 び 計 算 過 程

所 得 金 額 又 は 欠 損 金 額 　≤000 （税率適用区分）

（法人税額の計算）

（使途秘匿金）

法 人 税 額

特 別 控 除 額

留
保
金

課 税 留 保 金 額

同 上 に 対 す る 税 額

法 人 税 額 計
00

控 除 税 額

差引所得に対する法人税額 00

中 間 申 告 分 の 法 人 税 額

差 引 確 定 法 人 税 額 00
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Ⅳ　当期の所得金額に関する計算過程 （単位：円）

租税公課等に関する事項

固定資産等に関する事項

№ ５
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損益計算書（原案）に対する当期純利益の額の修正� （単位：円）

内　　　容 加　減 調　整　額

損 益 計 算 書（原 案）の「当 期 純 利 益」 ＋ 85≤820≤199

修 正 後 の 「当 期 純 利 益」

判断過程⑴

【有形固定資産（減価償却資産）】

機械装置Ａ及び機械装置Ｂについて、当期中に支出した金額が資本的支出又は修繕費のいずれに該当するか答えなさい。

⑴　機械装置Ａ

⑵　機械装置Ｂ

問題 ４
判断過程⑵� （単位：円）

（計算過程）
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損益計算書（原案）に対する当期純利益の額の修正� （単位：円）

内　　　容 加　減 調　整　額

損 益 計 算 書（原 案）の「当 期 純 利 益」 ＋ 85≤820≤199

修 正 後 の 「当 期 純 利 益」

判断過程⑴

【有形固定資産（減価償却資産）】

機械装置Ａ及び機械装置Ｂについて、当期中に支出した金額が資本的支出又は修繕費のいずれに該当するか答えなさい。

⑴　機械装置Ａ

⑵　機械装置Ｂ

判断過程⑵� （単位：円）

（計算過程）
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判断過程⑶� （単位：円）

【長期貸付金及び貸倒引当金】

（計算過程）

【負債性引当金】

賞与引当金及び退職給付引当金の繰入れについて法人税法上の取扱いを説明しなさい。

（計算過程）

判断過程⑷� （単位：円）

【完成工事高及び完成工事原価】

（Ｃ工事）法人税法上、工事進行基準と工事完成基準のいずれが適用されるか理由を付して述べなさい。

（計算過程）

（Ｄ工事）法人税法上、工事進行基準と工事完成基準のいずれが適用されるか理由を付して述べなさい。

（計算過程）

【消耗品費】

（計算過程）

№ ３
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判断過程⑶� （単位：円）

【長期貸付金及び貸倒引当金】

（計算過程）

【負債性引当金】

賞与引当金及び退職給付引当金の繰入れについて法人税法上の取扱いを説明しなさい。

（計算過程）

判断過程⑷� （単位：円）

【完成工事高及び完成工事原価】

（Ｃ工事）法人税法上、工事進行基準と工事完成基準のいずれが適用されるか理由を付して述べなさい。

（計算過程）

（Ｄ工事）法人税法上、工事進行基準と工事完成基準のいずれが適用されるか理由を付して述べなさい。

（計算過程）

【消耗品費】

（計算過程）

№ ４
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判断過程⑸� （単位：円）

【役員報酬】

⑴　Ｉ氏及びＫ氏に対する報酬が定期同額給与に該当するか理由を付して答えなさい。

⑵　Ｊ氏に対する報酬が事前確定届出給与に該当するか理由を付して答えなさい。

【Ｌ土地売却益】

Ｌ土地の譲渡について、法人税法上の取扱いを仕訳で示しなさい。

借　　　方 貸　　　方

項　　　目 金　　　額 項　　　目 金　　　額

（計算過程）

判断過程⑹� （単位：円）

【建物売却益及びＭ土地売却損】

建物の譲渡について、法人税法上の取扱いを仕訳で示しなさい。

借　　　方 貸　　　方

項　　　目 金　　　額 項　　　目 金　　　額

Ｍ土地の譲渡について、法人税法上の取扱いを仕訳で示しなさい。

借　　　方 貸　　　方

項　　　目 金　　　額 項　　　目 金　　　額

№ ５



－185－

判断過程⑸� （単位：円）

【役員報酬】

⑴　Ｉ氏及びＫ氏に対する報酬が定期同額給与に該当するか理由を付して答えなさい。

⑵　Ｊ氏に対する報酬が事前確定届出給与に該当するか理由を付して答えなさい。

【Ｌ土地売却益】

Ｌ土地の譲渡について、法人税法上の取扱いを仕訳で示しなさい。

借　　　方 貸　　　方

項　　　目 金　　　額 項　　　目 金　　　額

（計算過程）

判断過程⑹� （単位：円）

【建物売却益及びＭ土地売却損】

建物の譲渡について、法人税法上の取扱いを仕訳で示しなさい。

借　　　方 貸　　　方

項　　　目 金　　　額 項　　　目 金　　　額

Ｍ土地の譲渡について、法人税法上の取扱いを仕訳で示しなさい。

借　　　方 貸　　　方

項　　　目 金　　　額 項　　　目 金　　　額

№ 6
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所得金額の計算� （単位：円）

内　　　容 金　　　額 前掲の判断過程用紙以外の項目に関する計算過程

当 期 純 利 益

加

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
算

小　　　　　計

減

　
　
　
　
　
　
　
算

小　　　　　計

仮　　　計

寄 附 金 の 損 金 不 算 入 額

法 人 税 額 か ら 控 除 さ れ る 所 得 税 額

合　　　　　　　計

差　　　引　　　計

総　　　　　　　計

所　得　金　額

№ ７


